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Ⅰ　はじめに

1920年代に展開された企業の理論に関する有名な論争に「費用論争」がある。マーシャルは，定常状態である長期均衡状態において，外部経済と内部経済を正常に享受している「代表的企業」という概念を提示することで，産業としての均衡と個別企業としての不均衡という整合的な説明を試みた([16])。しかし1922年の「からの箱」をめぐるクラパムとピグーによる論争([4][17])を始まりに，1924年にロバートソン([18])が収益逓増と内部経済の関連性を指摘し，さらに1926年にスラッファ([26])がマーシャルの部分均衡理論の批判を行うことで，これらはマーシャル理論の核心を巡る論争となった。このスラッファの議論から，1933年にロビンソン夫人が不完全競争の理論を構築した([21])。他方，LSEのヤングやロビンズはケンブリッジ学派と異なった立場から企業の理論を思案していた。ヤング([30])は，マーシャルの外部経済を収穫逓増の基本的事実とし，連関的産業構造を前提とした動学的な収穫逓増論の再建を示唆し，ロビンズ([22])は，産業内の個別企業における異質能力の存在の重要性を認める立場から，マーシャルの「代表的企業」の概念を批判した。そして当時LSEに在籍していたカルドアも，彼らの問題意識を受け継ぎ，動態的な一般均衡理論の道を探る展開をした([9][34])。

本稿では，こうした企業の理論における初期カルドアの見解を「エヴォリューショナリー・エコノミクス」
の視点から明らかにすることを目的とする。まずⅡ節では，「企業の均衡」([9])を取り上げ，長期において固定要素とされる企業の「調整能力」は不確定であるから，長期均衡は定常状態にならないという点について，議論する。次に第Ⅲ節では，ロビンソン夫人の不完全競争論に関するカルドアの見解([10])，カルドアとチェンバレンの論争([2][3][11][12])について検討することで，カルドアが「主観的需要曲線」([10],60)の考え方を用いて，不完全競争，独占的競争を理論的に批判していく過程を論ずる。最後に以上の議論から得られるカルドアと企業の理論に関する結論を述べる。
Ⅱ　費用論争と長期供給曲線
カルドアは「企業の均衡」([9])において，マーシャルによって展開された部分均衡理論の中で「供給曲線」という概念は，「様々な産業における価格と供給率における一定の関数関係」(ibid.,34)を示しているに過ぎず，その相対物である需要曲線のようなはっきりと自明な概念では決してないと述べた(ibid.,34)。というのもそれは，「完全競争」とともに「個別企業に関する一定の費用関数の存在」(ibid.,34-35)が仮定されているからである。したがって供給曲線についても次のような理解が示される。「それゆえある産業に関する供給曲線へ到達するには，個別の価格に反応して，『あらゆる企業が均衡状態にあるとき』，産業における一定の企業数と各企業が生産する一定の生産量になるであろう。」(ibid.,35)。
そもそもマーシャルは，個別企業の不均衡と産業の均衡を「代表的企業」という概念で整合的に説明した。しかしカルドアは，ロバートソンの議論([19])に同調し，マーシャルのその工夫は「産業全体の供給曲線の小型の模写に過ぎない」([9],36)とし，マーシャルの議論は個別企業の均衡というよりはむしろ産業の均衡に分析の焦点があると述べた。「マーシャルはまず最初に個々の企業にとっての均衡の条件を分析して，そこから可能な限り産業にとっての均衡の条件を産出するのではなく，まず産業の均衡を仮定して，その要件に応ずる補助概念［代表的企業］を構築した。」(ibid.,36,[]は引用者による)。そしてカルドアは，ロビンズの「代表的企業」の批判を取り上げ，「それ[ロビンズの批判]は，そのような企業の均衡条件を分析するための必要性を妨げると言うより助長している」(ibid.,37,[]は引用者による)と指摘し，産業の均衡ではなく個別企業の均衡を重視した。
こうした考えからカルドアは，マーシャルの供給曲線の基礎にある「完全競争」と「個別企業の一定の費用関数」が互いに両立するのかどうかという問題を短期と長期のそれぞれについて検討した。カルドアによれば，短期供給曲線は，定義によって，いくつかの供給要素が固定され，他の自由に変動しうる要素の価格が所与であるから，一単位の費用は必然的にある点以後上昇するので，右上がりとなる。したがって短期分析に関して，完全競争下の費用曲線が上向きとなることは困難を示さない(ibid.,38)。しかし長期供給曲線に関してカルドアは，次の三点からそれら二つの仮定は両立しないと主張した。

i) 不可分性と収穫逓増の問題 あらゆる要因に関する完全可分性の仮定が落とされるならば，一単位に関する費用は，必然的に下落していく。これは産出が増加するにつれて，不可分性(現実的にも潜在的にも)が克服されるという事実による。この事実がある限り，たとえ生産費の最小の点で最適な生産量が求められ，その生産量以上では費用が上昇するとしても，再び費用が同じ水準まで減少する可能性がある。したがって不可分性は，長期においては企業規模の制限を説明できない(ibid.,39-40)。「『嗜好』と『障碍』という所与の集合に対応した均衡決定の考え方は，不可分性の存在により協働生産の利益がもたらされる世界においては，疑問が残る。」(ibid.,47)。

ii)  外部不経済の問題 定義によって，外部不経済があらゆる企業に等しく影響を与えれば，それはなぜ個別企業の産出が相対的に小さいままであるのか(産業内の企業数は相対的に多い)を説明することは出来ない。というのも外部不経済論は，なぜ産業の費用が上昇するのかという理由を示すことは出来ても，なぜ個別企業の費用は産業の費用に比べても上昇するのかという理由を示すことは出来ないからである。したがって外部不経済は，企業規模の制限を説明するためには，「内部」になければならない(ibid.,40)。

iii) 固定要素の問題 生産的結合の技術的な最適規模は，要素価格や商品の生産関数が知られさえすれば，決定されることはありえない。というのも，一体としてのあらゆる要素に対して収穫逓減は考えられないからである。したがって結合の最適規模を決定するには，必然的に，生産関数に現れる要素の少なくとも一つの供給が固定されるべきであると仮定される。この固定要素が，「企業者機能」(ibid.,42)である。それは，「リスク(不確実性負担)」と「マネジメント(経営管理)」に分けられ，さらに後者は「監督」，「調整」の二つに分けられる(ibid.,42)。「リスク」については不確実性を産むものであり，「監督」については不可分性をもつから，固定要素ではない。しかし「調整」は，投資を決定する資源配分のマネジメントであり，それは取締役会による「唯一の頭脳」(ibid.,43)によって与えられるから，固定要素となる。したがって「調整」が企業の長期費用曲線の形状を確定する。しかしカルドアは，「調整」は「本質的に動的な機能」(ibid.,45)であり，「それは本質的に均衡ではなく不均衡の特徴である」(ibid.,45)から，固定要素ではないと主張した。すなわち，「完全な長期均衡(マーシャルの定常状態)では，マネジメントの仕事は純粋に監督管理に還元され，調整能力は自由財となり，個別企業の技術的な最適規模は無限大に(または不確定に)なる。」(ibid.,45)。

こうしてカルドアは，「静学の仮定下においては，企業規模が成長していく継続的傾向があるので，長期静態均衡と完全競争は非両立的な仮定である」(ibid.,46)とし，さらに「経済システムとして存在する組織，すなわち唯一の管理下において生産組織を多くの独立した単位に分割することで存在する組織は，動学変化と不完全な予見の存在に本質的に適応されるものである」(ibid.,46)と述べ，企業の動態的性格を主張した。

ここでカルドアは，チェンバレンやロビンソン夫人の議論について触れる。「不完全競争下における均衡点が決定的であると信じる人々にとっての一つの逃げ道があるらしい」(ibid.,48)。この議論についてカルドアは，企業の「調整能力」が不確定なのだから，長期的には平均費用曲線が右下がりの点と需要曲線が接するという議論が必ずしも妥当しないと主張した。「財に対する需要と諸要素の供給に関する条件が所与であれば，所与の企業による均衡生産量ばかりでなく産業における企業数も不確定であろう。」(ibid.,49)。もちろんここでのカルドアの記述は「企業の均衡」が書かれた時点における批判であり，その本格的な批判はそれ以降の論文で展開されている(本稿ではⅢ節で検討する)。

このようにカルドアは，長期供給曲線と完全競争の矛盾について，i)不可分性と収穫逓増の問題，ii)外部不経済の問題，iii)固定要因の問題，を指摘し，マーシャルにおける定常状態において必ずしも均衡状態に落ち着かないことを主張した。

Ⅲ　市場の不完全性と過剰能力

Ⅲ－1　ロビンソン夫人の『不完全競争の経済学』に対するカルドアの見解

カルドアはロビンソン夫人の『不完全競争の経済学』を『エコノミカ』紙上において批判的に書評した([10])。ロビンソン夫人の不完全競争論は，マーシャルが残した問題である，収穫逓増下における完全競争という謎，代表的企業の問題，過剰生産設備の問題，製品差別化が存在する現実問題を説明することにあった。ロビンソン夫人の不完全競争論について，簡単に説明すれば次の通りである。企業の個別需要曲線は右下がりであるが，その際，個別企業は利潤を最大にするから，個別企業の設定する価格は，個別企業の均衡条件は限界収入＝限界費用，平均収入＝平均費用という「二重の条件」から求まる。その完全均衡は，企業の個別需要曲線と右下がりの平均費用曲線との接点で示されるから，企業の産出量は最適規模(平均費用が最小となる産出量)より小となる。ロビンソン夫人はこれを「過剰能力均衡」とした。そして同じ産業内の企業は全て同一の費用曲線をもち，同一の需要曲線に対向しているから，その産業も均衡するとした([21])。

カルドアは，こうしたロビンソン夫人の議論に対し，価格差別化，数理上・幾何学上の議論の革新性に一定の評価を与えるものの，概ね次の点から批判をした。
i) タイトルと中身の不一致，彼女は，いわゆる「複占問題」において生ずる複雑な問題を無視している。すなわちその問題は，ライバル関係にある各企業の価格・数量戦略についての相互作用と，各企業の均衡点がこの相互作用としての企業自身の期待に依存すること，である。これらの問題は「不完全」と呼ばれる競争的状況についての中心的問題である([10],53)。

ii) マーケティング・コストの問題，もちろん「マ－ケティング・コスト」は不完全市場の特徴の一つである。しかし彼女は，企業の個別需要曲線から「マーケティング・コスト」を演繹するのみで，それを全く考慮していない(ibid.,53-54)。
iii) 限界理論の不完全市場への適用の問題，「諸要素に対する市場において完全競争を仮定する限り，要素価格は等しくないとしても，それはとにかく各々の限界生産物価値に正確に比例するであろう。結果的に利用された要素は完全競争下と同じ比率で各々結合される。しかしながらこれは，市場が不完全であるとすれば当てはまらない。」(ibid.,57)。

iv）労働組合・搾取と不完全競争の問題，「労働組合の政策の目的として，この特定の議論[需要独占的搾取は団体交渉によって打ち消されるが，供給独占的搾取の労働に対する影響は不可避である]に対して余りにも注視することは誤りである。というのも，『供給独占的』搾取から区別された『需要独占的』搾取をいまだ熟考すべき問題であると考えることは困難だからである。」(ibid.,58,[]は引用者による)。
v) 競争均衡に関する疑問，a) 産業の概念，「産業」という概念は，様々な企業の生産物が「明白な相違」によって各側面に接して囲まれている「代替品の連鎖」から構成されている。その鎖の内部では，個別企業の生産物に対する需要が他企業のいかなる価格に関しても「同様に感応的」である，という仮定を暗に意味する。もちろんどの特定の企業についてもそのような「境界線」は存在する。しかしどの特定の企業についても生産物需要の感応性が，その企業の競争相手のどの集団の価格に対しても同一序列の大きさである，と想定する理由はない(ibid.,59)，b) 個別需要曲線と主観的需要曲線，ある企業に対する伝統的な「市場需要曲線」は，個別企業の行動を決定する際に関連する需要曲線，すなわち「主観的需要曲線」と同じではない。というのも，前者は特定の生産者にもたらされる価格と生産量の関数関係であるが，後者は，企業家の心に存在するこの関数関係の「想像上の何か」と関連するからである。要するに，「実質的需要曲線」は連続的な曲線に対し，「主観的需要曲線」は多かれ少なかれ弾力的かつ不連続的となる。彼女の議論においてこうした違いが排除されるのは，「完全知識」という仮定がおかれているからである(ibid.,59-60)。 

このようにカルドアは，ロビンソン夫人の不完全競争論を，主観的需要曲線・製品差別化の欠如による企業の均衡と産業の均衡の同一性から，「限界理論の延長」と捉え，批判的に取り扱った。

Ⅲ－2　市場の不完全性と過剰能力を巡るカルドア対チェンバリン論争
　カルドアは，チェンバレンの『独占的競争の理論』([1])をロビンソン夫人の議論よりも評価する。というのもチェンバレンが，あらゆる企業が他の企業の反応について完全知識を持つという仮定を認めているにしても，一企業の主体性という視点から製品差別化や他企業の戦略を考えるからである。しかしカルドアはチェンバレンに対しても批判的に議論を展開した。
カルドアによるチェンバレンの議論に対する批判点は次の通りである。
i）差別化された生産物に対する需要の内的関係，カルドアは「同じ財を販売する様々な企業の生産物は，若干の価格差がより高い価格をもつ企業の生産物のあらゆる需要を排除するという意味において，お互い完全代替ではない」([11],66)と述べ，市場の不完全性に関する理由を次の3点であるとした。すなわち，a) 生産物それ自体に関する若干の差異(「規格化」の存在がない状態)，b) 消費者が地域に分布されているという生産者の地理的位置の差異，c) 時間もしくは価格差別に関してある程度の要求をする，買い手側のある種の「惰性」の存在(ibid.,66)。
ii）消費者選好と企業者の完全知識，完全情報の仮定，チェンバレンは「消費者選好が全領域に等しく分配されている」(ibid.,72)と仮定し，新規参入が存在すれば個別需要曲線は勾配を変えず，左へシフトすると主張した。しかしながらカルドアは，「主観的需要曲線」を想定すれば，チェンバレンの議論は成立しないと主張した。すなわち，規模の経済がない完全可分性の場合であるならば，市場の自由な諸力は完全競争へと必然的に導き，他方で，不可分性と規模の経済が存在する場合であるならば，企業の需要弾力性が無限となるから，新しく企業が参入することが出来なくなる(ibid.,72)。
iii) 費用曲線の同一性に伴う「制度的独占」の欠如，「制度的独占は特許，著作権，商標，商号から構成される。しかし結果としてこれらがなければ，様々な生産物を産出する相対的な費用は，様々な企業にとって同じである必要があるから，費用曲線も，各々の単一の多様性に対して，同一になる必要がある。」(ibid.,73)。
iv）過剰能力と大規模生産，たいていの場合，産業の発展が常に生産物の「特殊化」もしくは「分業化」によって促進されると，単一生産物の需要曲線がより弾力的になる。さらに各企業によって同時に産出される様々な生産物の数が所与であれば，その産出の増大は一単位の費用を減少させるであろうという意味において，「過剰能力」は存在しないであろう(ibid.,78)。

こうしてカルドアは次のように主張した。すなわち，新規参入者の出現による企業者数の増大によって，各企業は「代替品の連鎖がきつくなる必要性」(ibid.,68)を生じ，既存の競争者ばかりではなく潜在的競争者への感応度が上昇する。そのため各企業は過剰能力を避けるように行動するから，チェンバレンの言う「過剰能力」は満たされなくなる。これらの議論を図式化すれば，図1，2のように描ける。
【図1】規模の経済がない完全可分性の場合   
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【図2】不可分性と経済の規模が存在する場合
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　こうしたカルドアの見解に対し，チェンバレンは「独占的競争か不完全競争か」([2])という論文において次のように反論した。
 i) 個別需要曲線の弾力性の否定，「企業数が増加すれば，需要曲線は純粋競争にとって特徴的なあの水平の位置にいよいよ接近するのであろうか？―それは疑問である。明らかに，そうなるという一般的根拠はない。」「企業者数の増加とともに，諸生産物が『互いにより近く』なると考えることが容易な場合でさえ必ずしも，その結果が純粋競争にいよいよ接近するとは限らない。いま企業者もその顧客もすべて一直線上に位置する場合を考えよう。この場合，任意の一企業の生産物に対する需要曲線は勾配をもつ直線－詳しく言えば，勾配が輸送の費用または便宜の要素に対する一単位距離あたりの評価，によって決定されるところの直線－となる。ところでもし高利潤によって売り手の数が増し，需要曲線が左方に移動するとしても，需要曲線は，買い手が便宜を評価する率に変化がない限り，依然として同一の『勾配』を持ち続ける。」(ibid.,563-564)，
ii) 完全可分性と不可分性の議論の否定，「需要曲線が水平にならないとすれば，無制限な可分性は馬鹿げた帰結を生ずる。すなわち企業の流入は(一定費用のもとでつねに利潤が存在するから)無限に続き，無限大の数だけの規模無限小の企業というのが結局の成り行きとなることである。ついでながら，買い手たちも無限に可分であると仮定されなければならないと私は考える(ラスキンのかげ！)。このことは無限に可分な場合，需要曲線が水平化することに対する理由を完全に除去する。というのも売り手は，買い手に比べて，それ以上多数になったり，それ以上近接したりしないからである。したがって次のように結論してよい。すなわち無限な可分性という一般的な仮定は，需要曲線の水平化に対してなにも寄与をなさないのだから，独占的競争を純粋競争に転換する途はない，と。」(ibid.,565)，
iii）参入の自由と製品差別化の非両立性，チェンバレンは，カルドアによる「参入の自由と製品差別化の非両立性」の指摘に関して，「カルドア氏はきわめて正しい指摘をした」(ibid.,566)と述べ，カルドアと同一の見解をとる。「論理的に言えば，これこそ『自由な参入』ということがその十分な意味において意味しなければならないことであり，それは生産物の分化と全然両立できない。独占的競争下で任意の個別企業が生産した『特定生産物』に関して言えば，いかなる『参入の自由』もあり得ない。」(ibid.,566-567)。
こうしたチェンバレンの批判に対して，カルドアは「独占的競争と不完全競争に関するチェンバレン教授の見解」([12])において，次のように反論した。
i) 「二重の条件」の妥当性，チェンバレンはロビンソン夫人の「二重の条件」を批判した([2],558-559)が，カルドアは「二重の条件」は幾何学上妥当すると主張した([12],82-3)，
ii) 企業数と市場の不完全性の関係，a) 競争領域の規模の変化, チェンバレンは企業数増加しても，存在する企業の需要曲線が全て同じであると仮定している。しかしカルドアは需要が増えるならば，人口の集約度が上昇し，企業数が増加するから，需要の弾力性が増加することは，必然的であると主張する(ibid.,84)，b) 競争密度における変化，生産物の新しい差別化がなされるとすれば，存在している生産物の中における交差需要弾力性が上昇する。カルドアは，チェンバレンはその弾力性の効果を考慮していない，と主張する (ibid.,84-85)，c) 曲線の勾配と弾力性の混乱，カルドアは，チェンバリンは企業数が増加すれば弾力性は増加するという事実を捉えるべきである，と主張する(ibid.,86-87)
iii）不完全競争下の収穫逓増，チェンバレンは，独占的競争において収穫逓増(規模の経済)の内在的関係を拒否する。しかしカルドアは，不完全競争下において収穫逓増が存在し，製品差別化があるならば，企業の新規参入は不可能であろうと主張した(ibid.,87-89)。
iv）参入の自由と独占的競争の存在，チェンバレンは，各企業が同一の費用形態を持ち，企業集団の均衡が成立するとした独占的競争において，代替物を生産する自由という意味においてのみ参入自由があると主張する。しかしカルドアは，チェンバレンが独占的競争と参入の自由が両立しないという結論を主張することは，彼の『独占的競争の理論』の偉大な達成の意義がなくなることを意味する，と批判した(ibid.,89-91)。

こうしてカルドアは，チェンバレンの独占的競争の議論を，製品差別化によって企業の新規参入の困難という形に修正したのである。

Ⅳ　おわりに

　以上の議論から，初期カルドアにおける企業の理論においては次のような点を整理することが出来る。

1)「費用論争」についてカルドアは，マーシャルが議論するように「代表的企業」によって産業の均衡と個別企業の不均衡を説明したのではなく，個別企業をその出発点とする動学的な一般均衡理論にその解決を求めた。更にマーシャルの問題を再構成したロビンソン夫人の不完全競争についても否定的な立場を取っている。こうした点についてカルドアは，ケンブリッジ学派の議論ではなく，LSEのヤング，ロビンズに影響を受けていたと主張できる。

2) マーシャルの長期均衡に関してカルドアは，i)不可分性と収穫逓増，ii)外部不経済論の問題，iii)企業の「調整能力」の不確定性，を重視することで，長期平均費用曲線が最小となる最適な生産量に落ち着くことはあり得ないことを示した。さらに産業の均衡と企業の均衡を整合的に説明するために展開された不完全競争や独占的競争にあたっては，「個別的需要曲線」ではなく「主観的需要曲線」というカルドア独自の理論的装置を想定し，企業の動態的性格を強く打ち出した。

3）カルドアは，チェンバレンが一企業の主体性という視点から製品差別化や他企業の戦略を考えるから，チェンバレンの議論をロビンソン夫人の議論よりも高く評価した。しかし「主観的需要曲線」を用いて，完全可分性と不可分性のケースに分けることで，チェンバレンの独占的競争を理論的に修正した。

　このような初期カルドアによる企業の理論は，「費用論争」に対する新しい展開を示したばかりでなく，収穫逓増と企業の動態的性格に依拠した市場の不完全性の展開に多くの寄与をなしたと考えられる。というのも，企業の「調整能力」の不確定性，「主観的需要曲線」という考え方は，完全予見を前提とする新古典派経済学の企業の理論に対する批判的性格を持ち，不可分性と収穫逓増による市場の不完全性の展開は，新古典派経済学の想定する完全競争批判を意味するからである。こうしたカルドアの姿勢は，ハイエクやロビンズによるオーストリア学派([6][23])とヤングの収穫逓増論の影響であろう。しかし他方でそれが，企業の「調整能力」の不確定性，「主観的需要曲線」によって，企業の動態的な性格を展開することに成功していたとはいえ，企業の本質的な性格を展開しているのかどうかという問題は残る。というのもそれは，コースの「企業の本質」([5])の議論に見られるような企業の性格を考慮するならば，カルドアの主張するように企業の「調整能力」が不確定であるとは言い切れないからである。さらにカルドアにおける企業の意志決定がMR=MCを前提とする利潤最大化の原理に貫かれている以上，そうした議論は限界理論の中にあるともいえよう。

こうした企業の理論を展開した初期カルドアは，1930年代後半以降，ケインズ経済学に関心が移ったためか，企業の理論をさらに深く展開したわけではない。その点が非常に残念である。しかしながら本稿で検討してきたような点を重視するならば，初期カルドアにおける企業の理論は，エヴォリューショナリー・エコノミクスにおいて，未だ多くの可能性を秘めていると思われる。
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独占的競争





不可分性・規模の経済が存在すれば，需要の価格弾力性が無限大となるので，D0→D’0となり新しい企業の参入は不可能となる。ここでは主観的需要曲線が想定され，最終的には潜在的競争が否定され，寡占市場となるであろう。








完全可分性の下では，限界費用が一定となるから，多くの企業が参入すれば，主観的需要曲線によって，D0→D1へと弾力的になる。するとP0からP1へ変化するが，価格が限界費用へ接近し，ついには完全競争状態になってしまう。








� 井上[31]によれば，エヴォルーショナリー・エコノミクスとは，次のように定義される。「エヴォルーショナリー・エコノミクスとは，一般均衡理論に代表される主流的市場経済像を静態的市場経済把握として批判的に位置づけ，これに代わるものとして，市場経済を自己生成的な，あるいは内生的動態化機構として捉えなおし，その原理と政策的含意を探求しようとする現代経済理論のひとつの潮流である。」([31],2)





